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特集●独居高齢者と健康

独居高齢者の現状および生活実態と課題 明治学院大学社会学部社会福祉学科教授 河合 克義
独居高齢者の自立度と健康課題 首都大学東京大学院人間健康科学研究科教授 斉藤恵美子
独居高齢者の孤立死の実態と防止策 帝京大学医療技術学部看護学科地域看護学教授 岸 恵美子
独居高齢者の閉じこもりとその要因と支援 愛知県立大学看護学部准教授 古田加代子
独居高齢者の孤立感とその要因と支援 関西学院大学社会学部教授 藤原 武弘
独居高齢者の食生活と栄養 名古屋学芸大学管理栄養学部教授 山中 克己
大都市に暮らす独居男性高齢者の生活課題と健康 大阪市立大学大学院看護学研究科教授 河野あゆみ，他
独居高齢者問題─一開業医の立場から どうたれ内科診療所院長・千葉大学医学部臨床教授 堂垂 伸治
●視点
震災・原発事故と復興─福島県一保健所長の視点から 福島県南会津保健福祉事務所副所長兼保健所長 金成由美子
●資料
Positive Deviance(片隅の成功者)アプローチ─対策が困難な公衆衛生の問題に対処する革新的手法

順天堂大学大学院医学研究科公衆衛生学講座 湯浅 資之，他
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近年イギリスの公衆衛生組織の調査に行く機会が多い．
訪問先は，2004 年新設の Health Protection Agency
(HPA)が主である．最初にHPAを訪問したのは 2005
年，行く度にわかりやすい組織になり，地方レベルの組織
の専門性が高められている．昨年はHPAの総会にも参
加させていただいた．中心人物の方々との朝食会にもお
招きいただき，直接話を聞く機会も得ることができた．2013
年 4 月にさらに組織強化がなされ，名称がPublic Health
Englandとなる予定である．
WPAは，WHO(世界保健機関)の IHR(Internation-

al Health Regulation：国際保健規則)のUKのNation-
al Focal Pointとなっており，WHOのGOARN(地球規模
感染症に対する警戒と対応ネットワーク)の一員となってい
る．イギリスは国内事情が複雑であるにもかかわらず，感
染症対策については世界の枠組みを支え，国内の公衆衛

生体制と協働できる組織へと変革を進めていることに驚かさ
れている．
わが国は，国内の感染症対策にかかわる公衆衛生体
制の組織の強化，専門性を有する人材の育成と配置が進
んでいるとは残念ながら言えない．国内の感染症対策と国
際社会との連動性をどう図っていくのか，現状にはもどかし
いものがある．世界の感染症対策に資金面，技術面，人
的にこれだけ貢献していながら，国内の国民を感染症から
守るための組織改革や人員配置に投資できないのはなぜ
なのだろうか．国際社会で活躍している日本人が増えてき
ているのに，その経験と専門性を国内外で発揮できる場が
乏しく，地方レベルに専門性の高い人を配置できるような努
力をしていく必要があることを，強く感じさせられている．

(高鳥毛敏雄)
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